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確定拠出年金における継続投資教育の効果：実験による検証 
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1.  はじめに 


















                                                
1
  連絡先：〒102-0073  東京都千代田区九段北4-1-7， ニッセイ基礎研究所， 北村智紀， kitamura@nli-research.co.jp 
本稿作成にあたり，浅野幸弘（横浜国立大学国際社会科学研究科） ，臼杵政治（ニッセイ基礎研究所金融研究部門） ，















1.2  現実の企業におけるDCの投資教育 
  現実の企業におけるDCの投資教育の内容に関しては， 2001年８月21日に厚生労働
省年金局長より関係機関あてに「確定拠出年金法並びにこれに基づく政令及び省令につい













るわけではないようである（既に複数回実施済みは14％（同） ） ． 
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2.2  本稿実験の投資教育の内容 
  パンフGに送付した継続投資教育のための資料「確定拠出年金のための投資の基
礎知識」 （以下， 「資料」とする）は，前述の法令解釈を参考に，DCの資産運用に必要な最
低限の基礎知識をまとめた資料である．具体的な記載内容は以下の（ア）～（キ）の７項- 4 - 
目である
5． （ア）確定拠出年金の概要， （イ）主要商品の仕組みと特徴， （ウ）具体的なリ
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  資料の現物は筆者に問い合わせて頂きたい. - 5 - 
2.3  質問アンケートの内容 
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する属性として， 「年齢」 ， 「大学卒（大学卒以上＝１，それ以外＝０のダミー変数） 」 ， 「持
家（持家でローン完済＝１，それ以外＝０のダミー変数） 」 ， 「子供（就職していない子供が
いる＝１， いない＝０のダミー変数） 」 ， 「規模 （被験者が属する企業の従業員数， 単位：1000
人） 」 ， 「退職給付（企業にDC以外の退職給付制度がある＝１，ない＝０のダミー変数） 」 ，
「DC加入年数（単位：年） 」 ， 「DCセミナー回数（DCに関連するセミナーの受講回数（単








においては， 教育なしＧ， パンフＧ， セミナーＧの全被験者のデータで推計した． さらに，- 7 - 
継続教育手法の効果を確認するため，モデルＣでは教育なしＧとパンフＧに属する被験者




分差が増加するかを検証したモデルである． 継続教育の係数は4.6であり （１％有意水準） ，
継続教育を実施すると， 今後の株式配分が現在の株式配分と比較して約4.6％高まることが
わかる． 現在の株式配分の係数は負 （１％有意水準） であり， 現在の株式配分が低いほど，
配分差が高まる傾向がある．Ｂ－１は，継続教育の手法の違いにより，配分差に違いがあ
るか検証するモデルである．パンフレットによる継続教育を実施した場合，配分差は約
























4.  まとめと課題 























革などを併用する必要があることを示唆している． - 9 - 
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N=40- 11 - 










被説明変数 配分差(×100) -0.6 20.4 3.9 * 17.3 3.4 * 16.9 6.5 * 19.2
----- 今後の株式配分(×100) 57.1 32.1 62.0 27.7 61.1 28.1 66.5 * 25.6
現在の株式配分(×100) 57.7 33.7 58.1 33.7 57.7 33.8 60.0 33.4
年齢 40.6 5.3 40.4 5.5 40.4 5.5 40.5 5.5
大学卒（ダミー） 78.5% 41.2% 80.3% 39.8% 77.8% 41.6% 92.5% ** 26.7%
持家（ダミー） 19.3% 39.6% 15.4% 36.2% 15.5% 36.2% 15.0% 36.2%
子供（ダミー） 65.2% 47.8% 66.7% 47.2% 70.1% 45.9% 50.0% 50.6%
規模（1000人） 5.6 3.7 5.5 3.5 5.4 3.5 6.0 3.2
退職給付（ダミー） 81.2% 39.2% 81.2% 39.2% 83.5% 37.2% 70.0% 46.4%
DC加入年数(年） 3.3 1.4 3.3 1.4 3.3 1.4 3.4 1.4
DCセミナー回数 0.9 0.6 1.1 * 0.7 1.0 0.7 1.2 0.6
DC重要性 2.6 1.1 2.4 * 1.0 2.4 1.0 2.4 1.0
DC意見 3.6    1.2 3.5 1.2 3.5 1.2 3.6 1.3
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継続教育 4.6 ** 1.7
パンフレット 4.0 * 1.7 4.0 * 1.7
セミナー 7.7 ** 2.8 7.7 ** 2.8
現在の株式配分(×100) -0.3 ** 0.03 -0.3 ** 0.03 -0.3 ** 0.03 -0.3 ** 0.04
定数 14.7 ** 2.1 14.7 ** 2.1 14.1 ** 2.2 14.0 ** 2.7




















































継続教育 4.3 ** 1.7
パンフレット 3.7 * 1.7 3.8 * 1.7
セミナー 7.5 ** 2.7 7.6 ** 2.8
現在の株式配分(×100) -0.3 ** 0.03 -0.3 ** 0.03 -0.3 ** 0.03 -0.3 ** 0.05
年齢 -0.1 0.2 -0.1 0.2 -0.1 0.2 -0.1 0.3
大学卒 3.6 2.1 3.3 2.1 3.9 2.2 3.4 3.6
持家 -3.6 2.5 -3.6 2.5 -3.6 2.7 -0.7 3.7
子供 -0.2 2.0 0.1 2.0 -0.7 2.1 -0.2 3.2
規模 -0.3 0.2 -0.3 0.2 -0.2 0.3 -0.3 0.4
退職給付 0.2 2.3 0.5 2.3 -0.4 2.4 -0.1 3.7
DC加入年数 1.0 0.5 1.0 0.5 0.9 0.6 1.3 0.9
DCセミナー回数 -2.1 1.3 -2.1 1.3 -2.2 1.4 -3.0 2.0
DC重要性 -0.2 0.8 -0.2 0.8 -0.4 0.9 -0.1 1.3
DC意見 -1.3 0.7 -1.3 0.7 -1.1 0.8 -0.8 1.1








































ット， セミナー， 大学卒， 持家， 子供， 退職給付は0か1の値をとるダミー変数である．  **は1％有意水準，
*は5％有意水準を表す．  - 13 - 





知識高 14.8% 6.2% 8.6%
*
差
 
(注) 現在の株式配分が50％以下で，知識高（基礎知識テストの正答率が90％以上）の被験者における配
分差．*は，Welch 法による平均値の検定で5％有意水準を表す． 
 
 
 
 